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　3．「中小企業の経営指標」にみる経営比率
　3．1  経営資本対営業利益率
　経営資本対営業利益率＝営業利益×100
                        経営資本
　会社が本来の目的である経営活動に使っている
投下財産，すなわち営業用の純資本が，その活動
によってどれだけの利益をあげたかをみるもので
す。この比率が高いほど会社の収益がよいことに
なります。
　資本を投ずることによって，他への利用を制限
されるわけですから，すくなくとも金融機関の定
期預金金利の年5．5％以上を確保することが必要
です。災害に対する危険負担，配当，企業規模拡
大の準備などを考えた場合，健全な経営のために
は差し引かれる程度を利益の50％とこみて，12％ぐ
らいの営業利益をあげることが望ましいとされて
います。
　なお，経営資本とは総資本から経営目的のため
に使われなかった資本（経営外資本），たとえば
投資の目的のために持っている有価証券，あるい
は他の事業に貸してある土地・建物などの固定資
産などを除いた資本をいいます。
　3．2　売上高対営業利益率
　〔収益性〕〔売上利益率〕〔資本効率〕
　営業利益  ＝  営業利益 ×  売上高
  経営資本        売上高     経営資本

　経営資本対　　売上高対　　経営資本
　営業利益率　　営業利益率　　回転率

　さきにあげました経営資本対営業利益率との関
係は，上のような式に分解することができます。
　上式の，売上高対営業利益率は，会社の収益性，
経営能率の良否を示す重要な比率です。営業活動
（購買・生産・販売）の結果としての利幅の程度

をあらわすものです。この数値を高めることによ
って，経営資本の利用効果も高まることになりま
すので，数値は高い方がよいことになります。
　また，上式の経営資本回転率は企業経営に投下
された資本の回転速度をあらわすものであり，こ
れも高い方がよいことになります。おおむね，本
道の製造業におけるこの回転率は年2～3回，製
材業では年1．5～1．9回ぐらいで，会社によって
あまり大きな差はあらわれていません。
　以上，企業の収益性を代表する比率として，第
一に経営資本対営業利益率をあげ，これは売上高
対営業利益率と経営資本回転率より成り立ってい
るといいましたが，会社の経営成果を向上させる
ためには，これら3つの比率をあげる必要がある
わけです。しかし，業種や取扱品目などによっ
て，売上高対営業利益率はあげやすいが経営資本
回転率はあげにくいものと，この逆の場合とがあ
ります。前者を高利少売方式，後者を薄利多売方
式といいます。
　3．3　売上高対総利益率
　売上高対総利益率＝総利益  ×100
　                　純売上高※
　　※純売上高：総売上高から売上値引高，返
　　　　　品，支払割戻高などを除いた額
　売上高から売上原価を差引いた残りの売上総利
益と売上高との割合を示すもので，会社の収益性
測定の基礎となっていますから，この数値は高い
方がよいことになります。
　一般には，売上原価のなかに原材料費や外注工
賃のほか製造経費がふくまれていますので，売上
高の増減によって変動してきます。
　3．4　流動比率と当座比率
　流動比率＝流動資産×100
            流動負債
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　当座比率＝現金・預金＋受取手形＋売掛金

　　　　　　　　　　　流　動　負　債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100
　短期（1年以内）の借金とこれを返済するのに

必要な財源を比べる比率で，この比率が高いほど
返済能力があり経営の安全が保たれていることを
示しています。いわば，会社の信用度を示すもの

であり，古くから金融機関などで重視されてきた
ものです。
　流動比率の理想値として古くからいい伝えられ

ているものに〝2対1の原則〟つまり，この比率
が200％であることを指しています。しかし，現
実には，目標値として150％以上とみるのが一般

的です。
　また，流動資産のなかで換金化の速度（流動
性）がおそく価値変動のおそれのある棚卸資産な

どを除き，即時に現金化できる資産（当座資産）
と流動負債の比率が100％以上になればよいとい
う考え方があり）ます。

　3．5　総資本対自己資本比率
　総資本対自己資本比率＝自己資本×100
                        総資本

　総資本と自己調達している資本の割合を示して
います。会社の安全性からいえば当然その率は高
い方がよいわけですが，本道の企業では30％以上

が目標値といわれています。
3．6　自己資本対固定資産比率と固定長期適合
　　　率

自己資本対固定資産比率＝固定資産×100
　　　　　　　　　　　  自己資本
固定長期適合率＝    固　定　資　産×100

　              自己資本＋長期借入金
　上の比率は建物・設備などの固定資産に投じら
れた資本のうち，どのくらいが自己資本でまかな

われているかを測る基準です。企業経営の安全性
からいえば，固定資産は自己資太の枠内で調達さ
れるべきですから，その数値は100％以下が望ま

しいといえます。100％の場合は固定資産と自己
資本の額が等しいことになるわけですから，固定
資産以外の資産つまり流動資産と他人資本の額と

も等しいことになります。
　たしかに，固宅資産は自己資本の枠内で調達さ
れるのが健全ですが，わが国の現状では自己資本
が不足りているため，この比率が100％以下にな
る企業はあまりありません。
　そこで，すくなくとも自己資本のほかに，さら
に長期借入金（固定負債）を加算した合計額と固
定資産の割合，つまり固定長期適合率が80％以下
になることが望ましいとされています。もしこれ
が100％を超えるようであれば，流動負債で固定
産資を購入しているわけですから，必然的に運転
資金が圧迫されることになります。
　3．7　従業員1人当り生産性の比率
　1）従業員1人当り年間生産高
　従業員1人当り　純売上高一当期製品仕入原価
　年間生産高　　　　従　業　員　数

　一般に，労働生産性と称されている比率です。
年間平均従業員1人当りが作り出す製品の生産高
を示すもので，従業員の稼働状況をあらわすもの
ですから，この数値は高い方がよいことになりま
す。ただし，受注生産型か，見込生産型か，ある
いは加工収入のみにたよっているかなど，業種や
生産方式によってその数値に大きな開きがでます
ので，その点を注意する必要があります。
　そこで，この比率を補うため，つぎの加工高に
より会社の良否を判断する方がより適切と考えら
れます。
　　2）従業員1人当り加工高
　　従業員1人当り年間加工高
　生産高－（原材料費＋外注工賃＋買入部材費）
　　　　　　　　従　業　員　数

　加工高というのは，生産高から外部購入価値
（原材料費，外注工賃など）差し引いた残りを指
します。いいかえますと，購入した原材料に対し
会社が自工場内でいろいろ加工を行ない，その素
材の価値を高めた部分を指すことになりますの
で，別名，付加価値（又は粗付加価値）ともいい
ます。
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　この加工高は原材料費や外注工賃などが除かれ
ていますので，生産高のように業種の違いによっ
て大きな差が出ることはありません。会社の収益
性を高めるためには，この加工高を高めることが
必要です。そのためには，1次加工より，2次・
3次加工へと加工度を高める努力が望まれるわけ
です。経営能率判定のための重要な指標で，その
向上が要求されます。
　　3）従業員1人当り年間人件費
　従業員1人当り年間人件費＝年間人件費
（事務・販売員＋直接・間接＋福利＋賄費）
　  給料手当て　  労務費   厚生費
　　　　　　従　業　員　数

　従業員数のなかには，事務・販売員・作業員の
ほか，専従の工場管理者（役員）も含める場合
（北海道における中小企業の経営指標）がありま
す。これは経営者・管理者といっても企業規模が
小さく，ほとんど現場に出て作業に従事している
ことが多く，作業従事者とした方が妥当とみなし
ているからです。
　　4）従業員1人当り機械装備額
　従業員1人当り ＝  設備資産
　機械装備額　      従業員数

　設備資産（土地・建物を除く）とは，機械装置
・車両・船舶・運搬具・工具などの減価償却累計
額を控除した額をいいますが，投資などに属する
ものは除かれます。これによって，一応，設備の
充実・近代化の程度を推測することができるわけ
です。また，従業員1人当りの加工高と比較する
ことによって，その活用効率をみることができま
す。
　3．8　加工高比率（生産高対加工高比率）
生産高対加工高比率＝加工高×100
                      生産高
　生産額のうちに占める加工高〔生産高－（材料
費・外注加工賃・買入部材費）〕の割合を知るも
のです。
　別名，付加価値率といわれるもので，この数値
の高い方が生産性の効率がよいことになります。

　3．9　加工高対人件費比率
　加工高対人件費比率＝人件費×100
                      加工高
　加工高に対する人件費の割合を示すもので賃金
と生産能率の良否を検討する場合の重要な比率で
す。近時，企業の成果配分ということで，とくに
注目されているものです。
　式のしくみからわかりますように，この比率が
高くなるということは加工高の中から支払われる
人件費が多くなり，その他の費用や利益に回す分
が少なくなることを意味し，低いということは人
件費より他の部分に充当している割合が多いこと
を意味しています。あまり高い場合は利益の食い
つぶしになりますので当然好ましくありません。
あまり低いのも人件費のあり方に問題が多いとみ
なされます。
　一つの見方として，加工高と人件費と対比し
て，それが約2．5～3．0倍以上の加工高（この比率
でほ40～33％の範囲）にあることが採算的に望ま
しいといわれています。今後，この比率は人件費
の上昇によって，さらに高くなっていく傾向にあ
りますので注意を要します。

　4．原価の指標
　4．1　原価構成表
　「北海道における中小企業の経営指標」では，
製造工業における製造原価を構成している費用に
ついてほ，生産高を100とした場合の割合で示さ
れています。また会社が販売活動を行うために要
する販売費と生産販売活動を管理するために全社
的に必要とする一般管理費については，売上高を
100と　した場合の割合で示されています。それぞ
れの割合が低くなればその分だけ収益性が高くな
り，反対にこれが高くなれば収益性はその分だけ
低くなりす。
　4．2　変動費・固定費
　費用のなかで，生産高または売上高と比例的に
増減するものを変動費とし，生産高（または売上
高）の増減に影響されないものを固定費といって
います。
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　費用の性格によって，この 2つに区分していま
すが，もう少し突込んで検討してみますと，現在
自社の工場はどのくらいの生産があればトントン
で，利益の限界はどのへんにあるかを知ることが
できます。その方法は，つぎにのべる損益分岐点
によって求められます。
　4．3　損益分岐点
　損益分峡点とは，
　　収益（売上又は生産高）－費用＝0
　つまり損得なしの売上高又は生産高を指してい
ます。いいかえれば，販売高がこの点に達したと
き，その年度における費用が当期の総収益で相殺
される点をいいます。営業年度でこのときが早く
くればくるほどその利益は大であり，また反対に
年中このときがこなければ，その会社は赤字に終
らなければならないことになります。このことを
図表としてあらわしたものが図－4のような「利
益図表」です。
　次に，関連する項目の算出方法を示しました。
1）限界利益＝売上高または生産高（S）－変動
　　費（Ⅴ）
2）限度利益率＝  限界利益（S－V）

                 売上高又は生産高（S）
　　　     　×lOO＝1－変動費率   V
                                     S

図－4　利　益　図　表　の　一　例

 3）　　　　　 　変動費（V）
  変動費率＝売上高または生産高（S）

4）損益分岐点        ＝
（売上高または生産高）

　　固定費（F）
 1一変動費率（V／S）
　　　固定費（F）

 ×100

＝限界利益率（S－V／S）
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